
個人情報の取扱いに関する特記事項 

 （個人情報の保護に関する法律の遵守） 

第１条 受託者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。

以下「個人情報保護法」という。）に基づき、個人情報の取扱いに関する特

記事項（以下「特記事項」という。）を遵守しなければならない。なお、受

託者は委託を受けた業務を行う場合における個人情報の取扱いについては、

委託者と同様に、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有

個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない

（個人情報保護法第６６条第２項）。また、受託者が個人情報取扱事業者

（個人情報保護法第１６条第２項）に該当する場合には、安全管理措置義務

に加えて、個人データに関する安全管理措置の規定（個人情報保護法第２３

条）についても遵守しなければならない。 

（秘密の保持）

第２条 受託者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみ

だりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。契約期間満了

後又は契約解除後も、同様とする。

（目的外収集・利用の禁止）

第３条 受託者は、この契約による事務を処理するため、個人情報を収集し、

又は利用するときは、受託事務の目的の範囲内で行うものとする。

（第三者への提供の禁止）

第４条 受託者は、この契約による事務を処理するために収集し、又は作成し

た個人情報が記録された資料等を、委託者の承諾なしに第三者に提供しては

ならない。

（複写、複製の禁止）

第５条 受託者は、この契約による事務を処理するため委託者から提供を受け

た個人情報が記録された資料等を、委託者の承諾なしに複写し、又は複製し

てはならない。

（適正管理）

第６条 受託者は、この契約による事務を処理するため委託者から提供を受け

た個人情報及び自らが収集した個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止に努

め、これらの個人情報を適正に管理しなければならない。また、これらの個

人情報の管理及び委託者との連絡や確認を行うための管理責任者を定め、書

面をもって委託者に通知するものとする。通知後、管理責任者を変更する場

合は、書面をもって委託者に通知する。管理責任者は、この契約による業務



に従事する者に対し、特記事項に定める事項を適切に実施するよう監督しな

ければならない。

 （従事者への周知）

第７条 受託者は、この契約による業務に従事する者に対し、在職中及び退職

後においても当該契約による業務に関して、知り得た個人情報の内容をみだ

りに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情

報の保護に必要な事項を周知しなければならない。

 （教育の実施）

第８条 受託者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、

特記事項に定める、業務に従事する者が遵守すべき事項その他この契約によ

る業務の適切な履行に必要な事項について、教育及び研修を、業務に従事す

る者全員に対して実施しなければならない。

（再委託等の承認手続）

第９条 受託者は、この契約による業務を第三者へ委託（以下「再委託」とい

う。）してはならない。受託者は、この契約による業務の一部をやむを得ず

再委託する必要がある場合は、契約を締結しようとするとき又は再委託等に

係る業務の開始日の１０日前までに、再委託等を行わせる相手方、再委託す

る理由、処理させる内容、再委託において取り扱う個人情報、再委託先に対

する管理監督方法及び特記事項で委託者が受託者に義務付けている内容を再

委託等先にも義務付ける旨を明記した承認申請書を委託者に提出し、委託者

の承諾書を得なければならない。また、再委託等の処理が完了したときに

は、再委託等の完了報告書を提出するものとする。

（資料の受渡し及び使用場所等の特定）

第１０条 受託者は、この契約による事務を処理するため委託者から個人情報

が記録された資料等の提供を受ける場合は、受渡しに関して委託者が指定し

た手段、日時及び場所で行った上で、その資料の使用場所、保管場所、管理

方法及び業務の実施体制について事前に定め、委託者に通知しなければなら

ない。

（持ち出しの禁止）

第１１条 受託者は、この契約による事務を処理するため委託者から提供を受

けた個人情報が記録された資料等を、委託者の承諾なしに保管場所及び使用

場所から持ち出してはならない。また、委託者の承諾を得て当該資料等を持

ち出す場合には、個人の特定を不可能とするマスキング処理や輸送時の危険

を回避するための暗号化等委託者の承諾を得た対策を講じなければならな

い。

 （個人情報の取扱いの委託に関する検査）



第１２条 受託者は、この契約による業務の個人情報の取扱いが適正か検証す

るために委託者が行う検査等に協力し、検査等に必要な情報を提出しなけれ

ばならない。また、委託者による個人情報の適正な取扱いに必要な指示に従

わなければならない。

（事故の場合の措置）

第１３条 受託者は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあ

ることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うもの

とする。契約期間満了後又は契約解除後も、同様とする。なお、個人情報保

護法第６８条に基づき、個人情報保護委員会に報告する事態が生じた場合

は、直ちに委託者に報告し、委託者の指示に従い、書面で報告書を提出する

ものとする。

（資料等の返還等）

第１４条 受託者がこの契約による事務を処理するために、委託者から提供を

受け、又は受託者自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資

料等は、この契約終了後直ちに委託者に返還し、又は引き渡すものとする。

委託者の承諾を得て行った複写又は複製物については、廃棄又は消去しなけ

ればならない。ただし、委託者が別に指示したときは当該方法によるものと

する。受託者は、個人情報の廃棄又は消去を行った後、廃棄又は消去を行っ

た日時、担当者名及び廃棄又は消去の内容を記録し、書面により委託者に対

して報告しなければならない。

（損害賠償）

第１５条 受託者が故意又は過失により個人情報を漏えいしたときは、受託者

はそれにより生じた損害を賠償しなければならない。 


